山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条 この要綱は、燃油価格や生産資材費の高騰により深刻な影響を受けて厳しい経営環境にある農業者に対し、経費負担の軽減と経営の安定化を図ることを目的とし、山口市農業省エネ対策緊急支援事業（以下「事業」という。）に係る補助金の交付について、必要な事項を定めるものとする。

（補助金の交付及び事業種目等）

第２条 市長は予算の範囲内において、前条の事業に要する経費について、山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する。

２　前項の規定による事業種目、事業内容、補助率及び事業実施主体は、別表に掲げるとおりとする。

（補助金の交付申請）

第３条 前条の規定による補助金の交付申請をしようとする事業実施主体は、山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金交付申請書（様式第１号）を市長が定める期日までに市長に申請しなければならない。

２　事業実施主体は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。

（補助金の交付決定）

第４条 市長は、前条第１項の補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し適当であると認めたときは、補助金の交付を決定し、山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、事業実施主体に通知するものとする。

２　市長は、前項の規定による決定をする場合において、当該補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、条件を付すことができる。
３　市長は、山口県農業協同組合中央会が実施する農業省エネ対策緊急支援事業の農業省エネ対策緊急支援事業助成決定通知書の写もしくは農業省エネ対策緊急支援事業助成決定一覧表をもって、審査を省略することができる。
（申請の取下げ）

第５条　前条第１項の規定による通知を受けた事業実施主体は、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日から起算して２０日以内に申請の取下げをすることができる。

２　前項の規定による交付申請を取り下げようとするときは、山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金変更交付申請取下書(様式第３号)を市長に提出しなければならない。
（補助金交付の変更申請）

第６条　事業実施主体は、補助金の交付決定通知後において、補助金の交付申請内容を変更しようとする場合は、速やかに山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金変更交付申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、変更交付すべきものと認めるときは、速やかに補助金の変更交付を決定し、山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金変更交付決定通知書（様式第５号）により、当該申請を行った事業実施主体に通知するものとする。

（事業完了）

第７条　事業実施主体は、事業を完了したときは、その完了した日から起算して２０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の１月３１日のいずれか早い期日までに山口市農業省エネ対策緊急支援事業補助金実績報告書兼請求書（様式第６号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。

２　第３条第２項のただし書きにより交付申請を行った事業実施主体は、前項の実績報告書兼請求書を提出するに当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して提出しなければならない。

（他の用途への使用禁止）

第８条　補助金の交付を受けた事業実施主体は、当該補助金を他の用途へ使用してはならない。

（報告及び検査等）

第９条　市長は、必要があると認める場合は、事業実施主体に対し事業実施状況等の報告を求め、帳簿その他関係書類若しくは事業の施行状況を検査し、又は事業の施行上必要な指示をすることができる。

（補助金の交付決定の取消し等）

第１０条　市長は、事業実施主体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　（１）この要綱の規定に違反したとき。

　（２）補助金の交付に関して付した条件に違反したとき。

（３）事業の実施方法が不適当であると認められるとき。

２　市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取り消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助対象者に対し期限を定めて返還を命ずるものとする。

（関係書類の整備）

第１１条　事業実施主体は、事業の実施状況及び当該事業に係る収支について、その状況を明らかにする帳簿その他関係書類を整備し、これを５年間保管しておかなければならない。

（その他）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は市長が別に定める。

　　　附　則

この要綱は、令和４年８月１日から施行する。

	事業種目
	事業内容等
	補助率等
	事業実施主体

	１　施設園芸省エネ対策資材費支援
２　農業用機械省エネ対策整備費支援

	加温設備を使用し花き、野菜、果樹を生産する施設園芸農業者が行う、省エネ対策に資する内張り被覆（多重化を含む）及び多段式サーモ機器の導入に係る資材費を支援、ただし、設置工事費を除く
土地利用型作物を生産する農業者が行う、次の農業用機械の点検、修理等に要する経費を支援
１　乗用型トラクタ（30馬力以上）
２　乗用型田植機（４条植以上）
３　コンバイン
ア　自脱型コンバイン
（３条刈以上）
イ　大豆コンバイン
（刈幅1.5m以上）
ウ　普通型コンバイン
（刈幅1.7m以上）
４　乗用管理機
(防除専用乗用管理機を含む)
５　スピードスプレヤー

	助成対象経費の１／４以内
助成対象経費の１／４以内
補助額上限
１５０千円
	１　市内に住所又は主たる所在地を有する認定農業者

２　市内に住所を有する認定新規就農

　者
３　市内に住所を有する認定農業者に準ずる者
 


別表
